




※1

※1 農村価値創生 

田園回帰やインバウンド（訪日外国人観光客）など、最近の農山漁村に関心を寄せる人々を「新しい価値発見者」として捉

え、これらの人びとの「外からの視点」と、地域の住民の「内からの視点」が交わる「関りの場」を通じて農村の有形・無

形の資源にふれ、それらの価値が見直されていく。このようなプロセスが農村価値創生のエネルギーとなる。(農村価値創

生と観光・交流に関する研究会報告書及び全国町村会 HPより) 















※2

※3

※3

※2 KPI（Key Performance Indicators） 

重要業績評価指標のこと。最終的な目標に対して、その達成に向けた状況を把握するための指標。 

※3 アウトプットとアウトカム 

アウトプットは、施策・事業を実施することによって直接発生した成果物や事業量、アウトカムは、施策・事業の実施によ

って発生する効果や成果のこと。 

例）滑りやすい坂道に階段を 10m設置するのがアウトプット、その成果として滑ってケガをする人が少なくなったのがアウ

トカム。 



図：日本の人口推移 

実績値（1920年～2015 年）は総務省「国勢調査」、「人口推計」、「昭和 20 年人口調査」、推計値（2016～2060年）は

国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 29 年推計）」の中位推計による。 

※1941 年～1943年は、1940年と 1944年の年齢 3区分別人口を中間補間した。1945～1971年は沖縄県を含まない。ま

た、国勢調査年については、年齢不詳分を按分している。 
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※4

※4 持続可能な開発目標（SDGs：エスディージーズ） 

2030年までに持続可能でより良い世界を目指す国際目標。17 のゴール（目標）と 169 のターゲット（達成基準）で構成さ

れる国連の開発目標。 

図：「物質的な豊かさ」と「心の豊かさ」 

内閣府「国民生活に関する世論調査 
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※5

※6 ※7

※8

※5 ICT（information and communication technology）  

通信技術を使って人と人が繋がる技術。インターネットを介して人間関係を構築できるウェブサービスの SNS（Social 

Networking Service）やテレワークの実施、遠隔による高齢者のケアなど。 
 
※6 IoT（Internet of things）  

人を使わずモノが自動的にインターネットと繋がる技術。自動運転システムや農業の自動散水システムなど。 
 
※7 ビッグデータ 

デジタル化の更なる進展やネットワークの高度化、またスマートフォンやセンサーなど、IoT関連機器の小型化・低コスト

化による IoT の進展により、スマートフォンなどを通じた位置情報や行動履歴、インターネットやテレビでの視聴・消費行

動党に関する情報、また小型化したセンサーなどから得られる膨大なデータ。多種多様なデータを活用することにより、異

変の察知や近未来の予測などを通じ、利用者個々のニーズに即したサービスの提供、業務運営の効率化や新産業の創出が可

能とされる。 
 
※8 Society5.0 

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解

決を両立する人間中心の社会（Society）。 

狩猟社会（Society1.0）、農耕社会（Society2.0）、工業社会（Society3.0）、情報社会（Society4.0）に続く、新たな社会

を目指すもので、IoTなど人とモノがつながり、様々な知識や情報が共有され、今までにない新たな価値を生み出ことで、

様々な課題や困難を克服する取り組み。 

図：進化するデジタル経済とその先にある Society 5.0 

令和元年版 情報通信白書（総務省） 

 















図：住民基本台帳からの人口推計（将来展望） 

※これまでの取り組みに加え「30 代前半夫婦子連れ＋20 代前半夫婦＋退職夫婦」を１組として５年間で 30組（年間

６組）が移住するとした場合の推計人口 
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※持続可能な地域社会総合研究所データによる 

※「30 代前半夫婦子連れ（3人）＋20 代前半夫婦（2 人）＋退職夫婦（2人）」を 1 組（7 人）として計算 

地区名 合計（人） 0～4歳(人) 20～34歳(人) 60～64歳(人) 組数（組）※参考

上赤名 21.9 3.1 12.6 6.2 3.2

赤 名 16.6 2.4 9.5 4.7 2.4

下赤名 16.6 2.4 9.5 4.7 2.4

谷 11.1 1.6 6.3 3.2 1.6

上来島 8.3 1.2 4.7 2.4 1.2

小田真木 8.3 1.2 4.7 2.4 1.2

野 萱 13.7 1.9 7.9 3.9 2.0

下来島 8.3 1.2 4.7 2.4 1.2

都加賀 5.6 0.8 3.2 1.6 0.8

奥 畑 8.3 1.2 4.7 2.4 1.2

町 区 2.8 0.4 1.6 0.8 0.4

上 区 16.6 2.4 9.5 4.7 2.4

花 栗 8.3 1.2 4.7 2.4 1.2

長 谷 11.1 1.6 6.3 3.2 1.6

寺 沢 2.8 0.4 1.6 0.8 0.4

敷 波 16.6 2.4 9.5 4.7 2.4

佐 見 5.6 0.8 3.2 1.6 0.8

志 々 27.5 3.8 15.8 7.9 3.9

合 計 210.0 30.0 120.0 60.0 30.0







1-1 住民主体のまちづくりの推進

1-2 協働のまちづくりの推進

1-3 健全で効率的な行政運営の推進

1-4 職員の資質の向上

1-5 小さな拠点の形成

住民が主役の協働のまちづくりを進める

2-1 子育てしやすい環境づくり

2-2 保小中高が連携した学校教育の充実

2-3 地域で育む教育環境づくり

2-4 生涯学習の充実

2-5 平等に暮らせる社会づくり

飯南から世界を舞台に

活躍できる人材を育てる

3-1 飯南ブランドの構築

3-2 農林業の振興

3-3 観光の振興

3-4 商工業等の振興

誇れる産業を創出し、

飯南町のブランド力を高める

4-1 健康づくりの推進

4-2 地域医療の維持・充実

4-3 地域福祉の充実

4-4 高齢者などにやさしい環境づくり

地域の力ですべての住民の

健康と長寿をめざす

5-1 定住の促進

5-2 生活基盤の整備

5-3 消防・防災対策の充実

5-4 防犯・交通安全の充実

安心して生活できる快適な環境をめざす

6-1 自然環境の保全

6-2 地球温暖化防止対策の推進豊かな自然を守り生かす

総人口：4,400人、年少人口480人（2030年）

住みやすいと感じる住民の割合：80％（R６年）

出生数：５年間で150人（R2 -R6年）

年少人口：458人（R６年１.１）

納税者数：2,300人（R6年度）

社会増減数：＋５人/年（R2年-R6年の平均値）



飯南町で安心して
働ける、稼げる
「しごと」をつくる

飯南町への新しい
ひとの流れを
つくる

結婚・出産・子育て
の希望をかなえる

人が集い、
安心・快適に
暮らせる魅力的な
「まち」をつくる

1-1 住民主体のまちづくりの推進 ○ ○

1-2 協働のまちづくりの推進 ○ ○ ○ ○

1-3 健全で効率的な行政運営の推進

1-4 職員の資質の向上

1-5 小さな拠点の形成 ○

2-1 子育てしやすい環境づくり ○ ○

2-2 保小中高が連携した学校教育の充実 ○ ○ ○

2-3 地域で育む教育環境づくり ○ ○ ○

2-4 生涯学習の充実 ○ ○ ○

2-5 平等に暮らせる社会づくり

3-1 飯南ブランドの構築 ○ ○

3-2 農林業の振興 ○ ○

3-3 観光の振興 ○ ○

3-4 商工業の振興 ○ ○

4-1 健康づくりの推進 ○

4-2 地域医療の維持・充実 ○ ○ ○

4-3 地域福祉の充実 ○ ○

4-4 高齢者などにやさしい環境づくり ○

5-1 定住の促進 ○ ○

5-2 生活基盤の整備 ○

5-3 消防・防災対策の充実

5-4 防犯・交通安全の充実

6-1 自然環境の保全 ○

6-2 地球温暖化防止対策の推進 ○
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共創デザインスタジオ「ヒトカラ～hitocolor

～イイナン」（住民と行政職員による人材育成）

やまちづくり講演会などを開催し、行政・事業

者・住民などが「まちづくり」の担い手として活

躍できるよう人材育成を推進します。 

集落実態調査を行い、各集落の特性に即した

集落計画の策定を支援します。また、集落計画

の実現のため、地域の主体的な活動を物心両

面から支援します。

持続可能な地域運営を進めるため、自治振興

組織等の活性化に取り組みます。 

若者や女性など地域住民が気軽に集まれる

場、語れる場、活動の場を整備し、仲間づくり

を通じて想いを形にできる「たまり場」づくり

に取り組みます。 
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図：地域づくり人材育成講座の受講生 
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⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

※9

集落実態調査などにより集落の状況を把握し、今後の集落のあり方や取り組みについてまとめた計画。 



※10

対話を中心とした情報共有のための座談会を

開催します。 

地域活動を通じて任期後も地域に定着できる

よう、相談しやすい雰囲気づくりや受入れ団

体との連絡体制などを強化します。

集落の実情に応じた単位で集落支援員を配置

し、地域に即したまちづくりを支援します。

※10 ｉ座談会 

話しやすい雰囲気づくりのため、住民と行政が“ゆるく対話（ひざを交えて会話）”をしながら情報や思いを共有する座談

会。 



 

⚫ 

 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

⚫ 



行政業務のアウトソーシングによる雇用拡大、

行財政の効率化を目的に、公共サービスの民

営化に関する提案募集制度を創設します。 

行政施策の評価のため、有識者、住民による

評価委員会を設置します。

公共施設の適正な管理運営を行い、「更新」

「売却」「統廃合」「譲渡」などを検討します。 

遊休施設の有効活用のため、施設を活用する

個人・企業団体を支援します。



 

⚫ 

⚫ ※11

 

⚫ 

※12

⚫ 

 

⚫ 

 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

※11 アウトソーシング 

業務を外部委託することで、民間委託、FPI、指定管理者制度などの方法があります。アウトソーシング化により、行政と

して行うべき中心的業務に経営資源を集中させることができ、全体として業務コストを削減することも可能となる。 

 

※12 地方公会計や公営企業会計 

これまでの地方自治体の会計制度であった「現金主義・単式簿記」に、企業会計的要素である「発生主義・複式簿記」を取

り込むことにより、資産・負債などのストック情報や、現金主義の会計制度では見えにくいコストを把握し、自治体の財政

状況などをわかりやすくする。 



共創デザインスタジオ「ヒトカラ～hitocolor

～イイナン」（住民と行政職員による人材育成）

やまちづくり講演会などを開催し、行政・事業

者・住民などが「まちづくり」の担い手として活

躍できるよう人材育成を推進します。 

国・県などへの派遣や、まちづくりを推進する

地域活性化センターなど研究機関への研修派

遣に取り組みます。

まちづくり、保健・医療・福祉、産業など変化す

る社会情勢に合わせた職員研修会を開催しま

す。



 

⚫ 

 

⚫ 



※13

集落実態調査を行い、各集落の特性に即した

集落計画の策定を支援します。また、集落計画

の実現のため、地域の主体的な活動を物心両

面から支援します。 

公民館を中心に社会教育活動を推進し、次世

代を担う人材を育成します。

地域防災や地域情報発信など、複合的な機能

を備えた施設として道の駅の整備に取り組み

ます。 

デマンドバス※14の運行やタクシー助成など、

住民ニーズに即した交通確保に取り組み、自

動運転の導入などを検討します。また、自治会

輸送など集落間の円滑な移動を支援します。 

運転免許を有しない方や病気により運転でき

ない方、運転に対して不安があり運転免許を

自主返納された方などの移動の支援をしま

す。

※13 小さな拠点 

複数の集落が集まる地域において、商店、診療所などの生活サービスや地域活動を容易に移動できる範囲に集約し、集落間、

地域間はコミュニィバス等で結ぶことにより、人々が集い、交流する機会を広げ、集落地域の再生を目指す取り組み。人口

減少や高齢化が進み、集落における日常生活の維持・継続が危惧されるなか、全国で小さな拠点づくりが進められている。 
 
※14 デマンドバス 

定まった路線を走るのではなく、利用者の呼び出しに応じることにより適宜ルートを変えて運行される予約型の運行形態の

バス。 



 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

図：小さな拠点のイメージ 

 

小さな拠点づくりに併せて
コミュニティバス等により

交通手段を確保

地域間の輸送や、
買い物支援、
交流・定住を推進 公民館のエリアを基本とし、

生活機能の維持や地域産業の振興、
地域主体の取り組みを持続させる人材の育成を推進



ま ち
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仕事と子育てを両立できる職場環境づくりに

努める企業を認定し、子育てをバックアップす

る町内企業を支援します。 

育児を援助したい方と育児の援助を受けたい

方をマッチングさせ、相互に援助しあい安心し

て子育てできる環境づくりに取り組みます。 

子を持つ保護者が集い、気軽に安心して遊べ

る施設や公園を整備します。 

小学校長期休業中に労働等により保護者が昼

間家庭にいない児童の居場所づくりに取り組

みます。また、小学生の放課後の居場所づくり

に取り組みます。 

飯南町保健福祉センターを「全世代型総合相

談窓口」と位置付け妊娠期から高齢期まで、あ

らゆる世代の保健・医療・介護・福祉のすべて

について相談や支援する体制づくりに取り組

みます。 

一般不妊治療及び特定不妊治療、男性不妊検

査等の助成を継続します。 

飯南町に住所を有する中学生以下の子どもの

医療費の無料化を継続し、新たに高校生以下

の医療費の無料化を検討します。 

保育料及び副食費の全年齢無料化を継続しま

す。 

小中学校の児童・生徒の給食費無料化を検討

します。 

三世代で生活をするための住宅改修に助成を

します。 

保育士を目指す学生を支援するほか、職場体

験ツアーを実施し、町の魅力を発信しつつ、町

内保育所への就職促進を促し、保育士の確保

に取り組みます。 

公民館と連携した、若者の出会いの機会を拡

大するイベントを開催します。また、ブライダル

企業との連携による出会いの創出を継続しま

す。 

ご縁の会の育成や縁結び支援相談員の配置

を行い、結婚希望者の相談や、結婚支援、紹介

支援に取り組みます。 

結婚や出産に際してお祝い金を支給し、第 1

子目から適用するなど対象者の拡充に取り組

みます。 



 

⚫ 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 



学習支援館を運営し、中高生の学習環境の充

実を図ります。 

英語をはじめとした外国語教育の推進や、海

外研修・留学の支援に取り組みます。 

飯南町の自然環境を生かした「森の保育所」

「山の学校」など自然体験活動の開催、保小中

高を通じて自然を学ぶカリキュラムづくりに

取り組みます。また、地域の有識者・技能者・研

究者などと連携した地域学習に取り組みま

す。 

コミュニケーション能力の向上のため、学年や

学校の枠を超えたつながりを作り、上級生が

下級生を教えあうプログラムを整備します。

子どもたちの状況に合わせた教育を行うた

め、スクールサポーターを配置します。

AI や IoT、ビッグデータ活用など各種技術を

活用できる能力を身に付けるため、支援員配

置や施設整備、機器類購入など教育環境を整

備します。 

積極的な生徒募集活動を行うとともに、生命

地域学など特色ある教育を推進します。

飯南高校卒業後も飯南町との関りを持つ、関

係人口の拡大に取り組みます。 

教育の魅力化を図り、保小中高からの教育移

住を支援し、定住対策とあわせて取り組みま

す。



 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

 ※15

⚫ 

⚫ ※16

 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ ※17

※15 キャリア教育 

「自らの力で生き方を選択していくことができるよう必要な能力や態度を身に付ける」ことを目的とした、青少年の進路指

導に関わる新しい教育概念。文部科学省内 キャリア教育の推進に関する総合的調査研究協力会議によると、「従来の進路指

導に比べて広範な活動」を展開すること、また、専門的な知識・技能の習得に重点を置いた従来の職業教育を反省し、働く

ことや専門的知識・技能の習得の意義を理解させることが狙いとされ、小学校から始めることとされている。 
 
※16 キャリアパスポート 

小学校から高等学校を通じて、児童生徒にとっては、自らの学習状況やキャリア形成を見通ししたり、振り返ったりして、

自己評価を行うとともに、主体的に学びに向かう力を育み、自己実現につなぐもの。教員等は、児童生徒の記述などを参考

にしながら児童生徒が自ら学びをキャリア形成に生かせるようかかわっていく。飯南町では、保育園からキャリアパスポー

トに取り組む。 
 
※17 ホストファミリー制度 

 親元を離れて飯南町で高校生活を送る県外生が、安心して高校生活を送り、飯南町の良さを感じることができるように、

地域により高校生をサポートしながら交流を図る制度。地域行事への参加の支援、農作業体験の受け入れなど。 



地元企業との交流や職場体験・インターンシッ

プ（就業体験）に取り組みます。また、地元企

業・団体と連携し町ぐるみで教育する環境を

推進します。 

文化協会や文化伝承に努める団体を支援しま

す。

飯南町の自然環境を生かした「森の保育所」

「山の学校」など自然体験活動の開催、保小中

高を通じて自然を学ぶカリキュラムづくりに

取り組みます。また、地域の有識者・技能者・研

究者などと連携した地域学習に取り組みま

す。



 

⚫ 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

 

⚫ 



心豊かで故郷に誇りを持つ子どもを育て、地

域活動を担う若者・壮年者を育成するため、教

育関係者・子育て世代・地域住民を対象に研

修会を開催します。 

指導員研修会の開催や案内、充実した活動を

支援します。また、子どもたちが参加しやすい

環境整備に取り組みます。 

利用者のニーズを把握し、必要に応じて体育

施設の整備、維持管理に取り組みます。 

本と親しむ環境を整えるため、町立図書館を

整備します。また、蔵書の充実に取り組みま

す。 



 

⚫ 

 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

 

⚫ 



人権意識の啓発のため、学習会、研修会を開

催します。 

法律相談やこもれび相談、人権相談など各種

団体が実施する相談窓口の情報発信を継続し

ます。 

各関係機関と連携し、相談しやすい環境整備

に取り組みます。 

飯南町要保護児童対策地域協議会の活動を

推進し、子どもの人権を守り、関係機関と連携

して早期発見早期支援に取り組みます。 

障がいや疾病などで自立した生活が困難な方

の権利擁護に向け、制度の周知と理解の促進

に取り組みます。 

各種講演会・研修会の開催、行政施策の方針

決定や、まちづくりの各分野で男女が共同参

画する機会づくりを推進します。また、男女共

同参画サポーターにより組織される「二輪草

の会」の活動を支援します。 



 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 



POINT



※18

※18 特定地域づくり事業協同組合 

地域人口の急減に直面している地域において、地域社会及び地域経済の重要な担い手である地域づくり人材が安心して活躍

できる環境の整備を図るため、「特定地域づくり事業協同組合」の認定をするもの。 



「日本一の大しめ縄のまち 飯南町」をテーマ

に、しめ縄の商品開発をはじめ、特産品開発、

農産品の販路の拡大をもって飯南町の知名度

の向上とブランド力を高めていきます。 

森林セラピーソサエティが認定する２つ星を

取得し、セラピーロード等の環境整備を行い、

メディカルプログラムの推進と企業利用の促

進を図り、さらなる誘客に取り組みます。 

生産から加工販売まで一貫した体制、町内外

へ広く売る販売体制構築に取り組みます。 

新たな市場開拓や新商品開発、雇用の拡大を

行う企業・団体・個人の優れた提案を支援しま

す。また、地域福祉・地域経済拡大につながる

事業について官民連携事業に取り組みます。 



 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 



農地の圃場整備にあわせ、新たな産品の導入

に取り組みます。 

農業を志し、飯南町に定住を希望する方を「農

業定住研修生」として受け入れます。また、林

業への興味関心を高めるため、林業体験、木

材活用体験、研修会を開催します。 

循環型農業の確立と推進に取り組み、米のブ

ランド化を図り販売促進に取り組みます。 

担い手の確保とあわせ、雇用の受け皿となる

農業法人、特定地域づくり事業協同組合等の

設立に取り組みます。 

園芸リースハウス制度の継続と、農産物生産

量拡大のためハウスを整備します。 

地球温暖化の進む中、高冷地である飯南町の

気候風土を生かし、新たな農産物生産者の参

入を支援します。 

畜産施設の適正管理や整備、先進技術による

優良牛の確保対策など、畜産業の再生に取り

組みます。 

産業の生産性向上のため新技術（ロボットトラ

クタ、ドローン配送など）の導入を検討します。 

飯南町産材の活用や林業の担い手確保、販路

の拡大を行うため、林業の１次から３次産業ま

で連携した地域商社の設立に取り組みます。 

イノシシやシカの被害・捕獲状況を把握し、県

及び関係団体と被害対策に取り組みます。ま

た、鳥獣捕獲体制の整備による被害抑制や、

メッシュや電気牧柵の適正な管理を行い被害

軽減に取り組みます。 



 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

⚫ 



「日本一の大しめ縄のまち 飯南町」を SNSな

どの活用やメディアを生かして全国へ発信し、

飯南町への誘客に取り組みます。 

特産品の返礼とあわせて、飯南町の魅力の発

信を推進します。 

飯南町の歴史文化、自然環境、食などの資源

を生かした外国人観光客誘客を推進します。 

サイクリングロードの整備や魅力あるコースづ

くり、ガイドとのサイクリングツアーなどの企

画を組み立て、観光客の増加に取り組みます。 

森林セラピーなど各種観光プログラムの複合

化による商品開発や、スキー、体育施設での

合宿受入れなど宿泊者数拡大を推進します。 

雲南圏域、三瓶山圏域、出雲の國・斐伊川サミ

ットなど、広域的な連携による観光振興を推

進します。 

森林セラピーや里山を案内するガイドの育成・

登録を推進します。 



 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 



飯南町の資源（農産品、施設、人材など）を生

かした企業の誘致、創業を推進します。 

企業・団体間の接点・連携を増やし、情報交換

やビジネスマッチングなどネットワークを広げ

ることによる新たなビジネスの創出に取り組

みます。 

中山間地域での保健・医療・介護・福祉分野が

連携した産業化に取り組みます。 

町内企業が、「健康経営」に取り組むことを支

援し、優良企業として認定します。 

 

 

第２創業や事業承継など、後継者の育成・確保

に取り組みます。 

事業承継指導員を配置し、円滑な事業承継を

支援します。 

人材が不足している業種（建設業、医療福祉関

係等）への就業を目指す学生を支援します。ま

た、人材確保支援センター及び農業担い手支

援センターにて雇用者と求職者のマッチング

や有能人材の確保に取り組みます。 

在宅勤務やテレワーク※19、短時間勤務など、

新たな働き方や雇用形態を導入する企業を支

援します。 

大しめ縄の制作技術を継承していくため、しめ

縄技術者の確保や育成を推進します。 

※19 在宅勤務、テレワーク 

在宅勤務とは、自宅にいて勤務先とはパソコン、インターネット、電話、FAXなどで連絡を取る働き方。テレワークとは、

ICTを活用した、場所や時間にとらわれない働き方。その他、サテライトオフィスなど、勤務先以外のオフィススペースで

パソコンなどを利用した働き方などがあり、妊娠・育児・介護や身体の障がい、ケガなどあり、通勤が困難な方でも働ける

スタイル。 



 

⚫ 

⚫ 

⚫ ※20

⚫ 

 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

⚫ 

※20 健康経営 

従業員の健康保持・増進の取り組みが、将来的に収益性等を高める投資であるとの考えの下、健康管理を経営的視点から考

え、戦略的に実践すること。 

企業の経営理念に基づき、従業員の健康保持増進に取り組むことは、従業員の活力向上や生産性の向上等の組織の活性化を

もたらし、結果的に業績向上や組織としての価値向上へつながることが期待される。 



※21

※21 地域包括医療・ケア 

高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、可能な限り住み慣れた地域で生活を継続することができるような包

括的な支援・サービス提供体制のこと。 

飯南町では高齢者だけでなく、生まれてから高齢期まで、すべての住民の「可能な限り住み慣れた地域での暮らしの継続」

に取り組む体制を示す。 

POINT





※22

医療機関と連携した健康状態把握を行い、住

民の健康課題を効果的に分析するためのシス

テムを導入し健康増進を推進します。 

子どものころからの健康づくりを保育所、学

校、教育委員会などとともに取り組み、健康的

な生活習慣が身に付くよう取り組みます。 

また、子どもだけでなく、誰もが気軽に継続でき

る生活習慣の改善に取り組みます。 

町内企業の健康経営を支援し、ヘルスアップ

認定事業所を増やすとともに、従業員の健康

づくりを推進します。 

 

住民の健康づくりや運動習慣を身に付けるた

め体操教室の実施、運動する機会の創出に取

り組みます。また、体操グループや住民による

健康づくりを推進する「健康（まめ）な住民団

体（仮称）」の活動を支援します。 

自主的な通いの場を利用した高齢期のフレイ

ル※23対策に取り組みます。 

集落実態調査を行い、各集落の特性に即した

集落計画の策定を支援します。また、集落計画

の実現のため、地域の主体的な活動を物心両

面から支援します。 

自治組織の中に健康づくりに関する役割の設

置を促し、自治組織での健康に関する活動を

支援します。 

※22 健康寿命 

健康上の問題がない状態で日常生活を送れる期間のこと。 

 

※23 フレイル 

加齢とともに筋力や認知機能などが低下し、生活機能障害・要介護状態、死亡などの危険性が高くなった状態のこと。 



 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

⚫ 



医師・看護師・歯科衛生士・介護福祉士など医

療福祉従事者を目指す学生を支援します。飯

南町福祉施設協議会や大学との連携により医

療・介護・福祉の人材確保・育成に取り組みま

す。 

多様な働き方や、多様な人材の雇用を検討し

ます。 

ふるさと学習で、志を持つ子どもたちを増や

し支援するため、医療従事者等確保対策助成

金や飯南町に住み就労するための支度金など

の取り組みを継続します。 

総合医の研修受け入れを推進します。 

デマンドバスの運行やタクシー助成など、住民

ニーズに即した交通確保に取り組み、自動運

転の導入などを検討します。また、自治会輸送

など集落間の円滑な移動を支援します。 

運転免許を有しない方や病気により運転でき

ない方、運転に対して不安があり運転免許を

自主返納された方などの移動の支援をしま

す。 



 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 



医師・看護師・歯科衛生士・介護福祉士など医

療福祉従事者を目指す学生を支援します。飯

南町福祉施設協議会や大学との連携により医

療・介護・福祉の人材確保・育成に取り組みま

す。 

多様な働き方や、多様な人材の雇用を検討し

ます。 

ふるさと学習で、志を持つ子どもたちを増や

し支援するため、医療従事者等確保対策助成

金や飯南町に住み就労するための支度金など

の取り組みを継続します。 

介護など人材確保が難しい職種について、県

内専門学校等と連携し外国人人材の雇用に取

り組みます。 

高齢者の安全・安心な生活を守るため、高齢

者向け住宅を整備します。 

小さな拠点の形成など、地域運営の仕組みづ

くりとあわせて取り組みます。 

デマンドバスの運行やタクシー助成など、住民

ニーズに即した交通確保に取り組み、自動運

転の導入などを検討します。また、自治会輸送

など集落間の円滑な移動を支援します。 

運転免許を有しない方や病気により運転でき

ない方、運転に対して不安があり運転免許を

自主返納された方などの移動の支援をしま

す。 



 

⚫ 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 



交流の場や、高齢者同士が助け合える環境を

つくり、生涯働ける場づくりを構築します。 

異世代交流やスポーツ交流を通して、文化継

承や健康づくりの活動を支援し、友愛訪問な

どでお互いが支え合い、生涯現役活動を支援

します。 

田舎暮らしを希望する高齢者等が産業の担い

手として移住し、最期まで暮らし続けていくこ

とができる環境づくりを検討します。 

 

離れて暮らす家族等による見守りを可能に

し、家族による支援や介護による関係人口の

拡大を推進します。 

多様なニーズに合わせた緊急通報システムの

構築や、新たな通信ネットワークによる見守り

を検討します。 

※24

障がいのある人の重度化・高齢化や「親亡き

後」を見据え、居住支援のために必要な機能

を整備します。 

成年後見制度の理解と実務に携わる中核機関

※25の設置にむけて検討します。 

※24 地域生活支援拠点 

地域生活支援拠点等の整備とは、具体的に次の５つの機能を整備すること。①相談（地域移行支援、親元からの自立等）・

②緊急時の受け入れや対応（ショートステイの利便性・対応力向上等）・③体験の機会や場所（一人暮らし、グループホー

ム等）・④専門性（人材の確保・養成、連携等）・⑤地域の体制づくり（サービス拠点、コーディネーターの配置等） 
 
※25 成年後見制度の理解と実務に携わる中核機関 

成年後見制度に関する周知・広報や、権利擁護・成年後見制度に関する相談窓口機能などを担う。中核機関の設置により、

本人自身や民生委員などの地域住民、介護支援専門員、相談支援専門員など本人の身近な支援者が、判断能力の低下に関す

るリスクや課題に気づき、事前に任意後見制度の利用や、本人が早い段階からの補助・保佐の利用を検討することが可能と

なる。 



 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ ※

26

 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

※26 日本版 CCRC 

東京圏をはじめとする都市部に住む高齢者が、自らの希望に応じて地方に移り住み、地域社会において健康でアクティブな

生活を送るとともの、医療介護が必要なときには継続的なケアを受けることができるような地域づくりを目指すもの。 



POINT





新築・増築・購入などの住宅整備や子育て世

代の経済的支援、三世代家族に対する支援を

充実します。 

定住に関する専門人材を配置し、定住者の相

談や定住に関する情報発信を推進します。 

集落計画をもとに、UI ターン者の受け入れ、

定住対策の取り組みをする地域を支援しま

す。行政も、地域による定住対策が円滑に進

められるよう、ともに取り組みます。 

飯南町のありのままの生活を体験できるお試

し暮らし住宅などの施設を運営します。また、

農業体験や民泊などの体験プログラムの充実

に取り組みます。 

無料職業紹介所の運営や UI ターンフェア、し

まね留学など、地域の求人情報を町内外、都

市部へ発信します。 

成人式、三十路式など、同窓会の開催を支援

します。 

飯南町から町外へ通勤する方を支援します。 

新卒後に町内に定住し、町内企業に就職する

方への助成制度を検討します。 

全国で活躍する飯南高校の卒業生との連携を

深め、関係人口の拡大に取り組みます。「飯南

高校の森」を整備し、定期的に大同窓会を開催

します。 

研究や調査のためのフィールドを提供し、企

業・大学等の社会実験の取り組みを支援しま

す。 



 

⚫ 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 



デマンドバスの運行やタクシー助成など、住民

ニーズに即した交通確保に取り組み、自動運

転の導入などを検討します。また、自治会輸送

など集落間の円滑な移動を支援します。 

運転免許を有しない方や病気により運転でき

ない方、運転に対して不安があり運転免許を

自主返納された方などの移動の支援をしま

す。 

産業の生産性向上（ロボットトラクタ、ドローン

配送など）や住民サービスの向上（自動運転、

AI 活用によるヘルスケア）のため新技術の導

入を検討します。 

 

国道 54 号の魅力を拡大するため、各種団体

との連携を行い、様々なイベントを企画し開催

します。 

インターネットの接続率を高め、サテライトオフ

ィス、シェアオフィスなどでの企業誘致や、医

療福祉での見守り対策などの活用に取り組み

ます。 

除雪、草刈、消防など、地域生活に関わる細や

かな仕事を担う団体を育成し、継続的な地域

生活ができる仕組みを構築します。 

移動販売や空き家活用、交通、介護、見守り、

防災などの社会課題に取り組む事業者を支援

します。 



 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

 

⚫ 

 

⚫ 



地域の実態に沿った効果的な防災計画の見直

しを行うことで、多発する災害に対応ででき

る体制づくりを推進します。 

島根県の指定した土砂災害レッドゾーンを踏

まえ、地域の実態に即したハザードマップを作

成します。 

防災士の育成や関係団体等の連携により、自

主防災組織の体制を強化し、災害に強いまち

づくりを推進します。 

大規模災害に備え、防災用具や備蓄、救援物

資の集積を行い、避難所として機能する防災

拠点の整備に取り組みます。 

平時では防災訓練や防災意識向上のための

施設としての活用に取り組みます。 

迅速で的確な防災情報を発信するため、IoT

を取り入れた防災支援情報の充実に取り組み

ます。 

地域の実態に合わせて、避難行動要支援者名

簿（自力で避難できない人）の平常時の点検

や災害時の活用のルールづくりを促します。 

避難行動要支援者ごとの個別避難計画の策

定については、関係者とともに取り組みます。 

消防団の機能強化のため、団員の確保に取り

組みます。 

研修を通じて団員間の交流を増やし、意見を

取り入れながら消防機能の充実に取り組みま

す。 



 

⚫ 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 



交通安全対策協議会による交通安全パレー

ド、子どもたちによる交通安全啓発活動、学習

会を開催します。 

消防団による通学路の巡回や、地域住民によ

る登下校の見守りを継続します。 

子どもたちが安全に登下校できるよう、企業・

団体・行政・住民による立ち番など見守り活動

を継続します。 

不審者情報の周知を行い防犯に取り組みま

す。 

防犯灯や防犯カメラなどの適切な管理に取り

組みます。 



 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 



※27

※27 島根県自然環境保全地域 

天然林や貴重な動植物の生息地などの県下に残っている優れた自然の存する地域を、その生態系をこわさないようにまとま

りのある一団地として保全し、適正な保護管理と学術的な効果をはかるため島根県が指定している。県内６か所指定されて

おり、その内飯南町は２か所指定されている。 

POINT





飯南町の自然環境を生かした「森の保育所」

「山の学校」など自然体験活動の開催、保小中

高を通じて自然を学ぶカリキュラムづくりに

取り組みます。また、地域の有識者・技能者・研

究者などと連携した地域学習に取り組みま

す。 

島根県自然環境保全地域（女亀山、赤名湿地

性植物群落）や大万木山・琴引山などの山林、

赤名川・頓原川など河川を保全する住民団体

の活動を支援します。また、自然環境保全活動

に取り組む人材の確保と育成に取り組みま

す。 

住民全体でゴミ拾いを行い、環境美化活動に

取り組みます。 

地域での環境に対する意識を高めるため、花

の苗購入補助など地域ぐるみの美化活動を支

援します。 



 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 

※28 ５R（５アール） 

 環境と経済が両立した循環型社会を形成していくための３つの取り組み「Reduce（廃棄物の発生抑制）」「Reuse（再利用）」

「Recycle（再資源化）」の頭文字をとった「３R」に、「Refuse（不用品の拒否）」「Repair（修理）」の２つを加えたもの。  



COOL CHOICE 自治体宣言に基づいた、地

球温暖化防止対策や新エネルギー、省エネル

ギーについて啓発に取り組みます。 

島根県が推進する CO２吸収・固定量認証制

度や J-クレジットなど、地球温暖化防止に資

する活動や、森づくり活動に取り組みます。 

薪ストーブや太陽光パネルなど導入に対して

支援します。 

公益財団法人しまね自然と環境財団のエコ診

断を受けた建物の断熱改修や太陽熱利用シス

テムの設置への支援をします。 



 

⚫ 

 

⚫ 

 

⚫ 

⚫ 







図：総人口の推移 

国勢調査 

1,571 1,389 1,375 1,230 1,070 859 678 577 518 

5,241 

4,902 
4,610 

4,175 

3,721 

3,430 

3,020 
2,777 

2,326 

815 

839 
910 

1,066 

1,151 

1,149 

1,012 

772 

782 

553 

641 
755 

860 

951 

1,103 

1,269 

1,408 

1,405 

8,180 

7,771 7,650 
7,331 

6,893 

6,541 

5,979 

5,534 5,031 

16.7

19.0

21.8

26.3

30.5

38.2
39.4

43.5

0.0

20.0

40.0

60.0

0

3,000

6,000

9,000

1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

（人） （%）



図：将来人口の推計 

国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口』H30年推計 
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図：年齢 3 区分別人口の割合の推移 
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図：自然動態（出生・死亡）の推移 

島根県人口移動調査 
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図：合計特殊出生率の推移と隣接市町との比較 

人口動態保健所・市区町村別統計（厚生労働省） 
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総数

理想子ども数 平均理想
子ども数
（人）0人 1人 2人 3人 4人 5人以上 不詳

総 数 6,705 196 246 3,125 2,567 301 55 215 2.42

妻の結婚年齢

15～18歳 69 1 4 20 32 8 3 1 2.75

19～20歳 326 4 9 131 146 24 6 6 2.62

21～22歳 750 14 17 310 325 50 6 28 2.56

23～24歳 1,335 27 38 557 564 81 14 54 2.53

25～26歳 1,587 38 41 764 629 59 9 47 2.43

27～28歳 1,114 27 40 537 429 39 12 30 2.42

29～30歳 716 25 34 387 227 25 2 16 2.28

31～32歳 359 22 25 184 111 6 2 9 2.17

33～34歳 187 15 14 103 43 4 - 8 2.04

35歳以上 200 21 17 105 44 3 1 9 1.97

不 詳 62 2 7 27 17 2 - 7 2

居住地ブロック

北 海 道 251 11 7 122 98 5 - 8 2.33

東 北 562 12 20 226 249 31 5 19 2.53

関 東 2,176 82 93 1,100 736 82 18 65 2.33

中 部 1,368 32 54 642 518 65 11 46 2.43

近 畿 1,028 31 34 525 373 28 5 32 2.35

中国・四国 582 8 17 259 250 21 4 23 2.49

九州・沖縄 738 20 21 251 343 69 12 22 2.65

図：夫婦の属性別、理想子ども数別、夫婦数及び平均理想子ども数 

第 14 回出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査：2010 年） 

総数 0人 1人 2人 3人 4人 5人以上
分からな
い

無回答 平均

理想とする子ども数 241 7 1 66 119 13 6 24 5 2.70

実際に予定している
子ども数

241 23 13 78 61 8 1 42 15 2.11

図：飯南町女性の理想とする子ども数、実際に予定している子ども数 

飯南町少子化に関する意識調査（2013 年） 
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図：子どもの数別世帯数※の割合（周辺市町村との比較） 

国勢調査（平成 27 年） 

※18 歳未満の子供の居る世帯 



図：平成 22(2010)年→平成 27(2015)年の性別・年齢階級別人口移動 

国勢調査（H27と H22の 5歳階級別人口の差から純移動数を推計し作成） 
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図：年齢階級別人口移動の状況の長期的動向（男性） 

国勢調査（Ⅹ年とⅩ－5年の 5歳階級別人口の差から純移動数を推計し作成） 
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図：10代から 20代の若者の人口移動の長期的動向（男性） 

国勢調査（Ⅹ年とⅩ－5年の 5歳階級別人口の差から純移動数を推計し作成） 
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図：年齢階級別人口移動の状況の長期的動向（女性） 

国勢調査（Ⅹ年とⅩ－5年の 5歳階級別人口の差から純移動数を推計し作成） 
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国勢調査（Ⅹ年とⅩ－5年の 5歳階級別人口の差から純移動数を推計し作成） 
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図：人口移動の最近の状況（男性） 
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図：人口移動の最近の状況（女性） 
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図：県内市町への人口移動の最近の状況 

住民基本台帳 
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図：定住支援制度を利用した UIターン者数 

市町村資料 

※本資料は町の支援制度を利用した方のみを集計したもので、実際の UIターン者数より少ない可能性がある。 
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図：男女別産業人口の状況 

国勢調査 

※複合サービス業には、信用事業、保険事業または共済事業とあわせて複数の大分類にわたる各種のサービス

を提供する事業所であり、法的に事業の種類や範囲が決められている郵便局、農業協同組合等が分類される。 
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図：年齢階級別産業人口の状況 

国勢調査 

※その他サービス業には、次のような各種のサービスを提供する事業所が含まれる 

① 廃棄物の処理に係る技能・技術等を提供するサービス［廃棄物処理業］ 

② 物品の整備・修理に係る技能・技術を提供するサービス［自動車整備業，機械等修理業］ 

③ 労働者に職業をあっせんするサービス及び労働者派遣サービス［職業紹介・労働者派遣業］ 

④ 企業経営に対して提供される他の分類に属さないサービス［その他の事業サービス業］ 

⑤ 会員のために情報等を提供するサービス［政治・経済・文化団体，宗教］ 

⑥ その他のサービス［その他のサービス業，外国公務］ 
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飯南町の中学・高校に通う学生
283名

中学生109名
高校生174名

268名 94.7%

20歳以上44歳以下の男女 640名 226名 36.5%

45歳以上の男女 1,000名 494名 49.4%
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※ネット環境は、R1 年度に光ファイバーを整備し、 

環境を整えています。 

※UIターン対策では、UIターン者以外の方も該当する 

定住対策を設けています。 
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区分 所属 役職 氏名

住民団体等 飯南町自治区長連絡会 会長 信藤一郎（委員長）

飯南町社会福祉協議会 保育専任次長 吾郷須摩子

地域おこし協力隊 国道54活性化担当 山本かおり

公募委員 半田眞道

公募委員 藤原美保（副委員長）

産業関係 飯南町商工会 事務局長 若林九二夫

頓原集落営農組織連絡協議会 会長 岸卓志

教育関係 飯南町PTA連合会 会長 大坂俊光

金融関係 山陰合同銀行赤名出張所 出張所長 徳永光子

報道関係 山陰中央新報社 経営企画局 担当局長 杉谷健司

行政機関 島根県中山間地域研究センター 地域研究科 科長 有田昭一郎

役場職員 総務課 主任 信藤晃

住民課 主幹 前川由紀

産業振興課 課長補佐 石飛幹祐

産業振興課 主幹 澤田和彦

地域振興課 主事 大江基博

建設課 課長補佐 関島哲郎

保健福祉課 課長補佐 本間康浩

教育委員会 課長補佐 田部宏幸

事務局 企画財政課 課長 那須忠巳

企画財政課 主幹 三島光暁

年 月 会 議 議題等

令和元年７月１日 第１回 策定委員会 ・委嘱書交付

・委員長、副委員長選任

・委員会の趣旨説明

・平成３０年度施策の状況報告

・平成３０年度地方創生推進交付金事業の報告

・意見交換

令和元年８月６日 第２回 策定委員会 ・策定までのスケジュール

・各種調査（人口状況、アンケート・キーパーソンヒアリングの概要）

・意見交換

令和元年９月24日 第３回 策定委員会 ・将来人口推計について

・総合振興計画等策定委員会 答申書について

・意見交換（つながり・こども・しごと・定住）

令和元年11月29日 第4回 策定委員会 ・総合振興計画後期計画・総合戦略の素案

・意見交換

令和２年３月16日 第5回 策定委員会 ・総合振興計画等の策定について








